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却
資
産
の
申
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事
業
用
償
却
資
産
の
所
有

者
は
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毎
年
１
月
１
日
現
在

の
所
有
資
産
を
、
市
町
村
長

に
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

期
限　

１
月
31
日(

金)

ま
で

申
告
・
問
合
せ
先　

課
税
課

☎
０
７
２
・
４
３
３
・
７
２

５
３固定資産税・都市計画税 第４期分

納期限　１月31日(金)

　市税の納付は、銀行などの指定金融機
関・郵便局・コンビニでお願いします。

問合せ先　納税課☎072－433－7260

広 報 か い づ か(7)　第962号 令和2年1月

令和２年度　市・府民税の改正
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（
旧
ヘ
ル
パ
ー
２
級
）

　
期
間　

２
月
７
日(

金)

～

３
月
18
日(

水)

場
所　

介
護
老
人
保
健
施

設
大
阪
緑
ヶ
丘(

岸
和
田

市
流
木
町)

対
象　

市
内
在
住
で
介
護

関
係
で
の
就
職
を
目
指
す
か

た(

中
学
卒
業
以
上
・
学
生

不
可)

定
員　

５
人(

定
員
に
な
り

次
第
締
切
、
ひ
と
り
親
家
庭

の
か
た
を
優
先)

受
講
料　

１
万
円(

テ
キ
ス

ト
・
税
込)

申
込　

１
月
７
日(

火)

～
28

日(

火)

ま
で
に
就
労
相
談
を

受
け
て
申
込
み

申
込
・
問
合
せ
先　

就
労
支

援
セ
ン
タ
ー(

市
民
相
談
室

内)

☎
０
７
２
・
４
３
３
・

７
０
８
６

　岸和田市・貝塚市で正社員やパートの仕事を探しているかたを
対象に就職面接会を開催します。複数の企業と面接ができますの
で、面接を希望されるかたは履歴書を複数ご用意ください。
　「スーツの着こなしセミナー」「シニア向けお仕事説明会」自
己PRポイントを個別にアドバイスする「面接直前対策コーナー」
なども同時開催します(各コーナーだけの参加可)。
日時　２月18日(火)午後１時～３時30分
場所　貝塚市立総合体育館
対象　就職(正社員・パート)を希望しているかたと今春までに卒
業見込みのかた(面接希望者は必要数の履歴書をご用意ください)
参加費　無料(申込不要)
参加企業　42社予定[１月中旬から専用ホームページ(http://ww
w.kishi-kai.jp)に掲載]
問合せ先　貝塚市商工観光課☎072－433－7193

●ふるさと納税制度の見直し
　ふるさと納税の対象となる地方団体を一定の基準に基づ
き総務大臣が指定しています。指定対象外の地方団体に対
して令和元年６月１日以降に支出された寄附金については、
ふるさと納税の対象外となりました。(市・府民税にかかる
寄附金税額控除の特例控除部分は控除の対象外ですが、所
得税の所得控除および市・府民税の基本控除部分について
は控除の対象となります）
　ふるさと納税の対象となる地方団体は、「総務省ふるさ
と納税ポータルサイト」をご覧ください。

●住宅ローン控除(住宅借入金等特別税額控除)の
　特例の創設
　所得税の住宅ローン控除の改正により、令和元年10月１
日～令和２年12月31日の間に入居した場合、住宅ローン控
除の適用年数をこれまでの10年から13年へ延長します。(消
費税10％で住宅を取得などした場合に限ります）
　今回の改正により延長された控除期間(11年目から13年目
まで)で、所得税から控除しきれない住宅ローン控除額につ
いては、これまでの制度と同じ控除限度額
[所得税の課税総所得金額などの７％(最高
136,500円)]の範囲内で市・府民税の税額
から控除されます。

問合せ先　課税課☎072－433－7250

参加無料・予約不要参加無料・予約不要

岸和田・貝塚合同就職面接会岸和田・貝塚合同就職面接会
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対
象　

18
歳
以
上
の
か
た

科
目　

自
動
車
・
車
体
整
備
、

電
気
主
任
技
術
、
情
報
通
信
、

Ｗ
e
b
シ
ス
テ
ム
開
発
、
製
造

化
学

年
間
授
業
料　

11
万
８
８
０
０

円(

別
途
教
科
書
代
な
ど
実
費

あ
り
・
所
得
額
に
よ
る
免
除
制

度
あ
り)

定
員　

各
15
人

願
書
受
付　

１
月
27
日(

月)

ま

で
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
岸
和
田
へ

選
考
試
験
日　

２
月
13
日(

木)

入
校
日　

４
月
10
日(

金)

◆
見
学
会(

申
込
不
要)

日
時　

１
月
16
日(

木)

・
24
日

(

金)

、
２
月
３
日(

月)

、
３
月

４
日(

水)

午
後
１
時
15
分
～

問
合
せ
先　

府
立
南
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業
技
術
専
門
校
☎
０
７
２

５
・
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・
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令和２・３年度分

　令和２・３年度の建設工事・測量コンサルタント・役務提供・物品
供給などの入札参加資格審査申請の受付を行います。
参加資格　①地方自治法施行令第167条の４の規定に該当していない
②国税および地方税を滞納していない③建設業法第３条の規定、その
他関係する法令等による許可、認可および登録がされている④会社更
生法または民事再生法に基づき、更生手続き開始の申立てまたは再生
手続き開始の申立てがなされていないこと。(更生計画または再生計画
の認可がなされている場合を除く)
※詳しくは、申請要項を確認してください。
要項・様式配布　ホームページからダウンロード(できない場合は窓口
で配布)
申請方法　
【市外業者】郵送：１月６日(月)～16日(木)午後５時15分必着
【市内業者】入札室(市役所第２別館２階)持参：１月29日(水)～２月
４日(火)午前９時30分～11時30分、午後１時～４時(土・日除く)

申請・問合せ先　契約検査課【建設工事・測量コンサルタント】☎072
－433－7321【物品供給・役務提供】☎072－433－7320、ID：8371

入札参加資格審査申請の受付

【岸和田税務署】

消費税軽減税率説明会 消費税申告説明会

１月17日(金)①午前10時～11時
②午後１時30分～２時30分

岸和田税務署３階大会議室

50人
(要申込・定員になり次第締切)

法人課税第一部門
☎072－438－1341(内線211)

個人課税第一部門
☎072－438－1341(内線112)

70人(申込不要)

岸和田納税協会(税務署隣)

１月29日(水)①午前10時～正午
②午後１時30分～３時30分

日　時

場　所

定　員

問合せ先

◆説明会にご参加ください

◆面接相談

税務署での面接相談は、事前に予約が必要です。
詳しくは、お問合せください。
問合せ先　岸和田税務署☎072－438－1341

広告


